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 （注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２. 売上高には消費税等は含まれておりません。  

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第35期第２四半期連結会計期間及び第

36期第２四半期連結会計期間は、期中平均株価が新株引受権又は新株予約権の行使価格より低く１株当た

り四半期純利益金額が希薄化しないため、記載を省略しております。第35期第２四半期連結累計期間、第

36期第２四半期連結累計期間及び第35期は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失

であるため、記載を省略しております。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第35期

第２四半期連結
累計期間 

第36期
第２四半期連結

累計期間 

第35期
第２四半期連結

会計期間 

第36期 
第２四半期連結 

会計期間 
第35期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  28,710  28,878  17,494  16,502  61,155

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 △1,552  84  411  1,134  △238

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円） 
 △1,303  △1,547  182  564  △137

純資産額（百万円） － －  32,405  31,412  33,480

総資産額（百万円） － －  49,903  47,967  49,910

１株当たり純資産額（円） － －  985.61  956.33  1,018.81

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 

 △40.01  △47.49  5.59  17.32  △4.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  64.4  65.0  66.5

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
 346  749 － －  1,937

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
 △1,989  △720 － －  △2,785

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
 △1,041  △941 － －  △2,108

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  11,405  10,194  11,215

従業員数（人） － －  2,327  2,230  2,320
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む営業内容に重要な変更はありません。 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

 （注）１. 従業員数は、就業人員について記載しております。 

２. 臨時従業員（人材会社からの派遣社員）は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（）外数で記載して

おります。 

３． 従業員数が当第２四半期連結会計期間において120名減少しましたのは、主に人員削減等の合理化施策とし

て早期退職プログラムを実施したことによるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１. 従業員数は、就業人員について記載しております。 

２. 臨時従業員（人材会社からの派遣社員）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（）外数で記載しており

ます。 

３． 従業員数が当第２四半期会計期間において63名減少しましたのは、主に人員削減等の合理化施策として早

期退職プログラム及び当社子会社への転籍プログラムを実施したことによるものであります。  

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 2,230  (386)

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,327  (231)
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 主として連結財務諸表提出会社の顧客に導入される情報システム及びそのソフトウェアの稼働時期は、期首及び第

３四半期会計期間期首からとなる場合が多いため、多くの顧客の決算期（年度末）である３月及び第２四半期会計期

間末である９月にシステム開発の完了又はソフトウェアの出荷・納入が集中します。そのため、当社グループの売上

は３月及び９月に集中する傾向があり、当社グループの生産、受注及び販売実績は季節的変動があります。  

  

(1) 生産実績 

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）における生産実績をセグメントご

とに示すと、次のとおりであります。 

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）における生産実績を営業品目ごと

に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．ソフトウェア製品アドオン開発およびソフトウェア商品アドオン開発には導入技術支援サービスが含まれて

おります。 

２．金額は、販売価格に換算して表示しております。  

３．金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

金融ソリューション  4,138  －

エンタープライズソリューション・

ビジネス系  
 1,777  －

エンタープライズソリューション・

エンジニアリング系  
 880  －

コミュニケーションIT   1,247  －

合計  8,043  －

営業品目 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

受託システム開発   4,967  156.7

ソフトウェア製品アドオン開発  1,299  125.3

ソフトウェア商品アドオン開発   1,776  117.9

合計  8,043  140.8
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(2) 受注実績 

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）における受注状況をセグメントご

とに示すと、次のとおりであります。 

 当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）における受注状況を営業品目ごと

に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．ソフトウェア製品アドオン開発およびソフトウェア商品アドオン開発には導入技術支援サービスが含まれて

おります。  

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

セグメントの名称 
受注高 
(百万円) 

前年同四半期比
（％） 

受注残高
(百万円) 

前年同四半期比
（％） 

金融ソリューション  4,176  －  2,701  －

エンタープライズソ

リューション・ビジ

ネス系  

 1,463  －  1,259  －

エンタープライズソ

リューション・エン

ジニアリング系  

 780  －  464  －

コミュニケーション

IT  
 788  －  241  －

合計  7,209  －  4,667  －

営業品目 
受注高 
(百万円) 

前年同四半期比
（％） 

受注残高
(百万円) 

前年同四半期比
（％） 

受託システム開発   4,169  133.3  2,528  109.8

ソフトウェア製品 

アドオン開発  
 1,069  64.9  1,104  70.1

ソフトウェア商品 

アドオン開発  
 1,969  110.1  1,034  131.6

合計  7,209  109.9  4,667  100.0
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(3) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）における販売実績をセグメントご

とに示すと、次のとおりであります。  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）における販売実績を営業品目ごと

に示すと、次のとおりであります。 

  （注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、以下のとおりであります。 

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

金融ソリューション  4,887  －

エンタープライズソリューション・

ビジネス系 
 3,315  －

エンタープライズソリューション・

エンジニアリング系 
 5,317  －

コミュニケーションIT   2,981  －

合計  16,502  －

営業品目 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

コンサルティングサービス  525  85.8

受託システム開発  4,838  96.2

ソフトウェア製品  2,242  95.6

ソフトウェア商品   6,047  101.2

アウトソーシング・運用保守サービス  1,310  90.5

情報機器販売・その他   1,538  73.9

合計  16,502  94.3

相手先 

前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

株式会社電通  2,600  14.9  2,348  14.2

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1)業績の状況  

当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日～平成22年９月30日）におけるわが国経済は、引き続き景気は緩

やかに回復しつつあるものの、世界経済の減速、円高の進行、エコカー補助金制度終了等の影響により生産や輸出の

改善ペースに鈍化傾向が見られ始めるなど、今後の見通しについては厳しさが増す状況となりました。 

かかる状況の下、当社グループは、顧客にとって優先順位の高い課題に対する提案活動を積極的に推進しまし

た。金融業向けには、海外ビジネス、キャッシュマネジメントなど対顧サービス、市場系取引、リテール等の強化に

繋がるシステムの構築に注力しました。製造業向けには、製品開発力の向上を支援するため、設計データを全社横断

で共有し活用する情報システムや、最適な製品開発プロセスを導き出す当社グループ独自の統合ソリューション

「iPRIME（アイプライム）」を積極的に提案しました。全業種共通の課題としては、国際会計基準（IFRS）への対応

を支援するコンサルティングサービスから、人事管理を含む基幹業務システムの提案を幅広く実施。伸長著しい「ク

ラウド・コンピューティング」の分野においては、パートナー企業との協業体制を通したサービスメニューの強化、

電通との協業体制ならびに社内の体制強化を図り、提案活動を積極的に推進しております。  

 

 しかしながら、製造業を中心にIT投資を抑制する企業が多かったことから、当第２四半期連結会計期間の売上高は

百万円（前年同期比94.3%）となりました。  

 

 利益面では、プロジェクト管理の更なる強化、ならびにグループ内製化やオフショアの活用を更に推し進めたこと

により売上総利益率が改善し、売上総利益は前年同期比235百万円増加しました。販売費及び一般管理費は、人員削

減による人件費の圧縮ならびに各種経費の徹底的な見直しにより、前年同期比542百万円減少しました。これらによ

り、当第２四半期連結会計期間の営業利益 百万円（前年同期比356.1%）、経常利益 百万円（前年同期比

275.9%）、四半期純利益 百万円（前年同期比309.9%）と、それぞれ大幅に改善しました。 

当社グループの事業セグメント別売上高の状況は以下のとおりです。 

金融ソリューションセグメント 4,887百万円 

大手銀行向け海外拠点システム、市場系システム、情報系システム等の受託システム開発案件が拡大したこと

に加え、日銀ネット上の即時グロス決済に対応したソフトウェア製品「流動性管理システム」のアドオン開発サ

ービスも拡大しました。しかしながら、情報機器販売の売上高が伸び悩んだことから、セグメントの売上高は減

収となりました。 

エンタープライズソリューション・ビジネス系セグメント 3,315百万円 

受託システム開発、ならびに連結会計システム「STRAVIS（ストラビス）」を中心としたソフトウェア製品にお

いて、新規案件の獲得が伸び悩んでおり、セグメントの売上高は減収となりました。 

エンタープライズソリューション・エンジニアリング系セグメント 5,317百万円 

設計支援ソフト（CAD/CAM/CAE/PLM）を中心としたソフトウェア商品、および設計・開発業務支援システム

「iPRIME NAVI（アイプライムナビ）」を中心としたソフトウェア製品の売上高はそれぞれ堅調に推移しました

が、コンサルティングサービスが伸び悩んだため、セグメントの売上高はほぼ前年同期並みとなりました。 

コミュニケーションITセグメント 2,981百万円 

情報機器販売が拡大しましたが、アウトソーシング・運用保守サービスが伸び悩んだことにより、セグメント

の売上高は減収となりました。 

当社グループのサービス品目別売上高の状況は以下のとおりです。 

コンサルティングサービス 525百万円（前年同期比85.8%） 

エンタープライズソリューション・エンジニアリング系セグメントを中心に減収となりました。主として株式

会社アイティアイディコンサルティング、株式会社エステックが提供している製造業の設計開発分野のコンサル

ティングサービスが伸び悩みました。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

16,502

1,079 1,134
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受託システム開発 4,838百万円（前年同期比96.2%） 

金融ソリューションセグメントは、大手銀行向け海外拠点システム、市場系システム、情報系システム等の構

築案件の拡大により堅調に推移しましたが、エンタープライズソリューション・ビジネス系セグメントにおいて

新規案件の獲得が伸び悩んだため、全体では減収となりました。 

ソフトウェア製品（保守、アドオン開発・導入技術支援サービスを含む） 2,242百万円（前年同期比95.6%） 

金融ソリューションセグメントは、日銀ネット上の即時グロス決済に対応したソフトウェア製品「流動性管理

システム」を中心に拡大しましたが、エンタープライズソリューション・ビジネス系セグメントにおいて、連結

会計システム「STRAVIS」、人事管理システム「POSITIVE（ポジティブ）」等が伸び悩んだことにより、全体では

減収となりました。 

ソフトウェア商品（保守、アドオン開発・導入技術支援サービスを含む） 6,047百万円（前年同期比101.2%） 

エンタープライズソリューション・ビジネス系セグメントは、新規案件の獲得が伸び悩みましたが、基幹業務

システム（ERP等）の立ち上げ後のアドオン開発保守サービスが拡大したことにより、ほぼ前期並みとなりまし

た。エンタープライズソリューション・エンジニアリング系セグメントも、ライセンス保守は伸び悩みました

が、主要顧客向けライセンス販売が拡大したことにより、ほぼ前期並みとなりました。 

アウトソーシング・運用保守サービス 1,310百万円（前年同期比90.5%） 

コミュニケーションITセグメントを中心に減収となりました。 

情報機器販売・その他 1,538百万円（前年同期比73.9%） 

金融ソリューションセグメント、およびエンタープライズソリューション・ビジネス系セグメントの情報機器

販売が大きく減収となりました。 

(2)キャッシュ・フローの状況  

 当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半

期連結会計期間末と比較して 百万円減少し、 百万円となりました。  

  

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 特別退職金の支払（ 百万円）、売上債権の増加（ 百万円）、前受金の減少（ 百万円）等が

あった一方、税金等調整前四半期純利益の計上（ 百万円）及び未払費用の増加（ 百万円）、前渡金の減

少（ 百万円）、たな卸資産の減少（ 百万円）、未払消費税等の増加（ 百万円）や減価償却費（ 百万

円）、のれん償却額（ 百万円）の計上等があった結果、資金は 百万円の増加となりました。 

 前年同期との比較においては、特別退職金の支払（ 百万円）やたな卸資産の減少額の縮小（ 百万

円）等による資金の減少が、税金等調整前四半期純利益の増加（ 百万円）や売上債権の増加額の縮小（ 百

万円）、仕入債務の減少額の縮小（ 百万円）、事業再編による支出の減少（ 百万円）等による資金の増加

を上回ったことなどにより、 百万円の資金減少となりました。  

(投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 ソフトウエア等の無形固定資産の取得による支出（ 百万円）等により、資金は 百万円の減少となりま

した。 

 前年同期との比較においては、有形固定資産の取得による支出の減少（ 百万円）、定期預金の預入による支

出の減少（ 百万円）等による資金の増加が、定期預金の払戻による収入の減少（ 百万円）、敷金及び保証

金の回収による収入の減少（ 百万円）等による資金の減少を上回ったことなどにより、 百万円の資金増加

となりました。  

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 リース債務の返済による支出（ 百万円）等により、資金は 百万円の減少となりました。 

 前年同期との比較においては、リース債務の返済による支出の減少（ 百万円）により、 百万円の資金増加

となりました。 
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題  

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。当第２四

半期連結会計期間における主な施策の推進状況は以下の通りです。  

・当社グループが課題として挙げている「高コスト構造の是正」に対処するため、人員削減等による合理化施策を実

施しました。  

・クラウドビジネスの推進、ならびに株式会社電通との協業体制をより一層強化するため、平成22年10月１日付で

「クラウドインテグレーション室」を設置することを決定しました。  

・当社グループが開発するシステムの品質向上に向けた取り組みを専門に担当する部署として、平成22年10月１日付

で「エンジニアリングセンター」を設置することを決定しました。  

・平成24年３月期から平成26年３月期の３カ年を対象とした新中期経営計画「ISID Open Innovation 2013」につい

てその骨格を策定しました。新中期経営計画では、当社グループ独自のソリューションにより顧客と社会が抱える

課題の解決に一層貢献するため、①競争優位分野への集中、②電通との協業加速、③先端技術活用による新規ビジ

ネスの開発、④人材力強化、⑤安定収益基盤の拡充、⑥コスト構造改革を６つの方針として定め、定量的には、平

成26年３月期に連結売上高800億円、連結営業利益55億円、営業利益率７%、ROE８%の達成を目標としました。当期

（平成23年３月期）においても、新中期経営計画の目標達成に向けた助走期間として、必要な施策については積極

的に取り組む所存です。  

(4)研究開発活動  

当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の金額328百万円です。  

 

 当社グループは、平成21年３月期から平成23年３月期までの３カ年を対象とした中期経営計画において、当社グル

ープならではの独自ソリューションを創出するため、積極的に研究開発・製品開発投資を実行する計画としておりま

す。当第２四半期連結会計期間においては、製造業向け製品開発プロセス最適化システム「iPRIME」の機能強化、地

域金融機関向けソリューション「BANK・R（バンクアール）」の新規モジュール開発、子会社である株式会社ISIDイ

ンターテクノロジーにおいて、米アップルの多機能携帯端末「iPad（アイパッド）」上で稼働するプラットフォーム

の開発などを実施しました。  

(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析  

① 資産  

 当第２四半期連結会計期間末における資産の部は、主として仕掛品の減少（ 百万円）、前渡金の減少（

百万円）、繰延税金資産の減少（ 百万円）、預け金の減少（ 百万円）、前払費用の減少（

百万円）や受取手形及び売掛金の増加（ 百万円）により流動資産が 百万円減少したことに加えて、主と

して有形固定資産の減少（ 百万円）、投資有価証券の減少（ 百万円）や償却によるのれんの減少（

百万円）等により固定資産が 百万円減少した結果、第１四半期連結会計期間末の 百万円から 百

万円減少し、 百万円となりました。  

② 負債  

 当第２四半期連結会計期間末における負債の部は、主として未払金の減少（ 百万円）、前受金の減少（

百万円）、支払手形及び買掛金の減少（ 百万円）や未払費用の増加（ 百万円）により流動負債が

百万円減少したことに加えて、リース債務の減少（ 百万円）により固定負債が 百万円減少した結

果、第１四半期連結会計期間末の 百万円から 百万円減少し、 百万円となりました。  

③ 純資産  

 当第２四半期連結会計期間末における純資産の部は、主として四半期純利益の計上（ 百万円）による利益剰

余金の増加（ 百万円）に伴い、第１四半期連結会計期間末の 百万円から 百万円増加し、 百万

円となりました。  

④ キャッシュ・フロー  

 当社グループの資金状況は、上記の「(2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおり、営業活動において

百万円の増加、投資活動において 百万円の減少、財務活動において 百万円の減少となりました。この結

果、当第２四半期連結会計期間末における資金は、第１四半期連結会計期間末 百万円より 百万円減少

し、 百万円となりました。  

△595

△585 △321 △219 △130

1,393 527

△104 △104

△74 323 48,817 850

47,967

△1,248

△492 △95 785

1,208 △135 132

17,893 1,339 16,554

564

564 30,923 489 31,412

533

277 302

10,291 97

10,194

2010/11/05 13:23:1110688673_第２四半期報告書_20101105132246

- 9 -



(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、回収、除却、売却等の計

画はありません。  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日から当第２四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

①旧商法第280条ノ19の規定に基づき付与した新株引受権は、次のとおりであります。 

 （注）１ 権利付与日以降、当社が株式の分割又は併合を行う場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は、次の

算式により調整される。調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。ただし、平成13年５月15日開催の

当社取締役会決議に基づく株式の分割（１株を1.1株に分割）については、かかる調整は行わないものとす

る。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  98,000,000

計  98,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現在 

発行数(株) 
（平成22年９月30日） 

提出日現在
発行数(株) 

（平成22年11月５日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  32,591,240  32,591,240
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株 

計  32,591,240  32,591,240 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

株主総会の特別決議日（平成13年６月28日） 
  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個）                                   ― 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                                   ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株）                    46,000 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）                     5,843 (注)２ 

新株予約権の行使期間 
           自 平成15年７月１日 

            至 平成23年６月28日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

             発行価格  5,843 (注)２ 

             資本組入額 2,922 

新株予約権の行使の条件                                       (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項                                       (注)３ 

代用払込みに関する事項                                   ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項                                   ― 
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２ 当社が株式の分割又は併合を行う場合には、発行価額は、次の算式により調整される。調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。ただし、平成13年５月15日開催の当社取締役会決議に基づく株式の分割（１株

を1.1株に分割）については、かかる調整は行わないものとする。 

なお、平成14年５月15日開催の当社取締役会において、平成14年11月20日付をもって、当社普通株式１株に

つき２株の割合をもって株式の分割を行うに伴い、前述の算式により発行価額の調整を行い、平成14年10月

１日以降、調整後発行価額を5,843円とする。 

また、当社が時価を下回る払込金額で新株を発行する場合（転換社債の転換、新株引受権証券及び旧商法第

280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）、発行価額は次の算式により調整される。調

整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使の条件 

(1) 新株引受権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。 

(2) 権利付与日以降、当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、株式交換もしくは株式移転を行

う場合又は会社分割を行う場合、その他今後の法律改正等によりこれらの場合に類して調整を必要とする

やむを得ない事由が生じた場合は、必要最小限かつ合理的な範囲で付与株式数、発行価額、行使期間その

他の条件の調整もしくは新株引受権行使の制限を行い、または、未行使の新株引受権を失効させることが

できるものとする。 

(3) 新株引受権を付与された者（以下「被付与者」という。）が死亡した場合、相続人が新株引受権を行使す

ることができる。また、被付与者は当社の取締役又は従業員の地位を喪失した場合にも新株引受権を行使

することができる。ただし、いずれの場合も下記(4)記載の「新株引受権付与契約」に定める条件によ

り、その行使可能な付与株式数及び行使可能な期間等について制限されることがある。 

(4) 上記の他、新株引受権の喪失事由、新株引受権の行使の条件その他の細目については、平成13年６月28日

開催の第26回定時株主総会決議及び当社取締役会決議に基づき、当社と付与の対象者との間で締結する

「新株引受権付与契約」（平成13年９月６日）に定めるところによる。  

②旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  

調整後発行価額＝ 調整前発行価額×
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額＝調整前発行価額×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

株主総会の特別決議日（平成14年６月25日） 
  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個）                    540 (注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                                  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）                   54,000 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）               １株当たり1,700 (注)２ 

新株予約権の行使期間 
       自 平成16年６月26日 

       至 平成24年６月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

              発行価格 1,700 

              資本組入額 850 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要

するものとする。 

代用払込みに関する事項                                  ―  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項                                  ―  
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 （注）１ 新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は100株とする。なお、新株予約権を発行する日（以下「発行

日」という。）以降、当社が株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により付与株式数を調整し

（１株未満の端数は切り捨て）、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使

または消却されていない新株予約権の総数を乗じた数とする。当該調整後付与株式数を適用する日について

は、２ (2) ①の規定を準用する。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とする

事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で付与株式数

を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されていな

い新株予約権の総数を乗じた数とする。 

また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を

新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という。）に公告または通

知する。ただし、当該適用の日の前日までに公告または通知を行うことができない場合には、以後速やかに

公告または通知するものとする。 

２ 新株予約権の発行日以降、次の(1)の①または②の事由が生ずる場合、払込金額（以下「払込価額」とい

う。）は、それぞれ次に定める算式（以下「払込価額調整式」という。）により、調整されるものとし、調

整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

(1) ① 当社普通株式の分割または併合が行われる場合 

② 当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使、

旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。）を行う場合 

ａ 払込価額調整式に使用する「新規発行前の１株当たりの時価」は、下記（2）に定める「調整後払

込価額を適用する日」（以下「適用日」という。）に先立つ45取引日目に始まる30取引日における

東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値

（終値のない日を除く。）とする。なお、「平均値」は、円単位未満小数第２位まで算出し、小数

第２位を四捨五入する。 

ｂ 払込価額調整式に使用する「既発行株式数」は、株主割当日がある場合はその日、その他の場合は

適用日の１ヶ月前の日における当社の発行済株式数から当社が当該日において自己株式として保有

している当社普通株式の総数を控除した数とする。 

ｃ 自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払

込金額」を「１株当たり譲渡金額」に、「新規発行前の１株当たりの時価」を「自己株式処分前の

１株当たりの時価」に、それぞれ読み替えるものとする。 

(2) 調整後払込価額を適用する日は、次に定めるところによる。 

① 上記（1）①に従い調整を行う場合の調整後払込価額は、株式分割の場合は、株主割当日の翌日以

降、株式併合の場合は、旧商法第215条第１項に規定する一定の期間満了の日の翌日以降、これを適

用する。ただし、配当可能利益の資本組入れに関する議案が当社定時株主総会において承認されるこ

とを条件として株式の分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための

株主割当日とする場合は、調整後払込価額は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用す

る。 

なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための株主割当日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに新株予約権を行使した（係る新株予約権の行使により発行または移転される株式の数

を、以下「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、次に定める算式により算出され

る株式数につき、当社普通株式を新規発行する。この場合に１株未満の端数を生ずるときは、これを

切り捨てるものとする。 

② 上記（1）②に従い調整を行う場合の調整後払込価額は、払込期日の翌日以降（株主割当日がある場

合は当該割当日の翌日以降）、これを適用する。 

  

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
新規発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

新規発行株式数 ＝ 
(調整前払込価額－調整後払込価額)×分割前行使株式数 

調整後払込価額 
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(3) 上記（1）①及び②に定める場合の他、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、払込価額

の調整を必要とする事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理

的な範囲で払込価額を調整するものとする。 

(4) 払込価額の調整を行うときは、当社は調整後払込価額を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約

権者に公告または通知する。ただし、当該適用の日の前日までに公告または通知を行うことができない場

合には、以後速やかに公告または通知するものとする。 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日 
 －  32,591,240  －  8,180  －  15,285
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（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社電通 東京都港区東新橋1-8-1  20,129  61.76

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11  1,863  5.71

電通国際情報サービス持株会 東京都港区港南2-17-1  840  2.58

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3  712  2.18

ゴールドマンサックスインターナシ

ョナル 

(常任代理人 ゴールドマン・サック

ス証券株式会社) 

東京都港区六本木6-10-1  226  0.69

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口） 
東京都中央区晴海1-8-12  124  0.38

シービーエヌワイデイエフエイイン

ターナショナルキャップバリューポ

ートフォリオ 

（常任代理人 シティバンク銀行株

式会社） 

東京都品川区東品川2-3-14  117  0.35

株式会社自然素材生活 
愛知県愛知郡東郷町大字和合字濁池新田 

8-3 
 100  0.30

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口1） 
東京都中央区晴海1-8-11  99  0.30

メロン バンク エヌエー アズ 

エージェント フォー イッツ ク

ライアント メロン オムニバス 

ユーエス ペンション 

（常任代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行） 

東京都中央区月島4-16-13  93  0.28

計 －  24,308  74.58
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①【発行済株式】 

 平成22年９月30日現在

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が70株含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 平成22年９月30日現在

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第２四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（７）【議決権の状況】

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     7,700
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   32,536,900  325,369 － 

単元未満株式 普通株式     46,640 － － 

発行済株式総数  32,591,240 － － 

総株主の議決権 －  325,369 － 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義

所有株式数(株) 
他人名義

所有株式数(株) 
所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 

株式会社電通国際

情報サービス 

東京都港区港南 

2-17-1 
 7,700  0  7,700  0.02

計 －  7,700  0  7,700  0.02

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  745  718  648  620  623  614

最低（円）  504  557  544  558  531  571

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査法人

トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,341 2,218

受取手形及び売掛金 10,880 12,883

商品及び製品 41 10

仕掛品 ※2  876 556

原材料及び貯蔵品 12 9

前渡金 4,446 3,599

預け金 8,153 9,318

その他 1,965 1,884

貸倒引当金 △26 △27

流動資産合計 28,691 30,452

固定資産   

有形固定資産 ※1  5,796 ※1  5,717

無形固定資産   

のれん 320 587

その他 4,729 4,894

無形固定資産合計 5,050 5,481

投資その他の資産   

投資その他の資産 8,431 8,271

貸倒引当金 △2 △12

投資その他の資産合計 8,429 8,258

固定資産合計 19,275 19,457

資産合計 47,967 49,910

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,172 6,226

未払法人税等 224 129

前受金 5,539 3,804

受注損失引当金 ※2  40 －

資産除去債務 7 －

その他 4,410 4,602

流動負債合計 14,393 14,763

固定負債   

役員退職慰労引当金 62 63

資産除去債務 699 －

その他 1,398 1,602

固定負債合計 2,160 1,666

負債合計 16,554 16,429
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,180 8,180

資本剰余金 15,285 15,285

利益剰余金 8,025 9,898

自己株式 △28 △28

株主資本合計 31,463 33,336

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 83 109

繰延ヘッジ損益 △4 8

為替換算調整勘定 △381 △258

評価・換算差額等合計 △302 △140

少数株主持分 252 284

純資産合計 31,412 33,480

負債純資産合計 47,967 49,910
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 28,710 28,878

売上原価 20,459 19,981

売上総利益 8,251 8,896

販売費及び一般管理費 ※1  9,963 ※1  8,935

営業損失（△） △1,712 △38

営業外収益   

受取利息 34 22

受取配当金 21 18

為替差益 119 94

雑収入 32 33

営業外収益合計 207 169

営業外費用   

支払利息 33 27

持分法による投資損失 9 12

雑損失 4 5

営業外費用合計 47 46

経常利益又は経常損失（△） △1,552 84

特別利益   

受取和解金 151 －

特別利益合計 151 －

特別損失   

固定資産売却損 2 －

減損損失 － ※3  88

固定資産除却損 226 2

投資有価証券評価損 － 60

事業再編損 ※4  300 －

事務所移転費用 52 －

損害賠償金 6 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 357

特別退職金 － ※5  1,491

特別損失合計 588 2,000

税金等調整前四半期純損失（△） △1,990 △1,915

法人税、住民税及び事業税 ※6  59 ※6  169

過年度法人税等 △68 △34

法人税等調整額 ※6  △659 ※6  △470

法人税等合計 △668 △336

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,579

少数株主損失（△） △18 △32

四半期純損失（△） △1,303 △1,547
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 17,494 16,502

売上原価 12,319 11,092

売上総利益 5,174 5,409

販売費及び一般管理費 ※1  4,871 ※1  4,329

営業利益 303 1,079

営業外収益   

受取利息 14 10

受取配当金 6 3

持分法による投資利益 2 －

為替差益 95 45

雑収入 8 17

営業外収益合計 127 77

営業外費用   

支払利息 16 13

持分法による投資損失 － 6

雑損失 2 2

営業外費用合計 19 23

経常利益 411 1,134

特別利益   

受取和解金 151 －

特別利益合計 151 －

特別損失   

固定資産除却損 66 1

投資有価証券評価損 － 56

事業再編損 ※3  72 －

事務所移転費用 17 －

損害賠償金 6 －

特別退職金 － ※4  73

特別損失合計 162 132

税金等調整前四半期純利益 399 1,002

法人税、住民税及び事業税 ※5  49 ※5  145

過年度法人税等 1 0

法人税等調整額 ※5  170 ※5  287

法人税等合計 221 434

少数株主損益調整前四半期純利益 － 567

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4 3

四半期純利益 182 564
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △1,990 △1,915

減価償却費 1,608 1,477

減損損失 － 88

のれん償却額 207 178

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 △0

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △1

受注損失引当金の増減額（△は減少） 333 40

受取利息及び受取配当金 △55 △40

支払利息 33 27

持分法による投資損益（△は益） 9 12

固定資産除却損 226 2

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 357

特別退職金 － 1,491

受取和解金 △151 －

事業再編損失 300 －

事務所移転費用 52 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 60

損害賠償損失 6 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,924 1,991

たな卸資産の増減額（△は増加） △653 △356

前渡金の増減額（△は増加） △450 △852

仕入債務の増減額（△は減少） △1,125 △2,051

未払費用の増減額（△は減少） △121 △36

前受金の増減額（△は減少） 968 1,746

未払消費税等の増減額（△は減少） △345 △216

その他 △134 214

小計 1,651 2,217

利息及び配当金の受取額 55 41

利息の支払額 △33 △27

受取和解金の受取額 148 －

特別退職金の支払額 － △1,433

事業再編による支出 △105 △45

事務所移転費用の支払額 △52 －

損害賠償金の支払額 △0 －

法人税等の支払額 △1,317 △51

法人税等の還付額 － 49

営業活動によるキャッシュ・フロー 346 749
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △222 △309

定期預金の払戻による収入 250 308

有形固定資産の取得による支出 △292 △47

無形固定資産の取得による支出 △542 △532

投資有価証券の取得による支出 △1,223 △12

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

△6 －

関係会社株式の取得による支出 － △149

貸付けによる支出 △13 △1

貸付金の回収による収入 1 1

敷金及び保証金の差入による支出 △40 △13

敷金及び保証金の回収による収入 106 22

その他 △6 11

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,989 △720

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △715 △616

配当金の支払額 △325 △325

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,041 △941

現金及び現金同等物に係る換算差額 △84 △108

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,768 △1,021

現金及び現金同等物の期首残高 14,174 11,215

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  11,405 ※1  10,194
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 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

  該当事項はありません。 

 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

   該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更  該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項の変更 持分法適用関連会社 

（1）持分法適用関連会社の変更 

第１四半期連結会計期間より、株式会社ボードウォークは新たに株式

を取得したため、持分法適用の範囲に含めております。 

（2）変更後の持分法適用関連会社の数 

２社   

３．会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失は 百万円増加、経

常利益は 百万円減少、税金等調整前四半期純損失は 百万円増加して

おります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は

百万円であります。 

29

29 386

698

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日  
 至 平成22年９月30日） 

 （四半期連結損益計算書）  

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示しております。  

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日  
 至 平成22年９月30日） 

 （四半期連結損益計算書）  

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円6,681 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円6,846

※２ 損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と受注

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。 

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産

のうち、受注損失引当金に対応する額は 百万円（う

ち仕掛品 百万円）であります。  

38

38

────── 

2010/11/05 13:23:1110688673_第２四半期報告書_20101105132246

- 25 -



  

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

以下のとおりであります。  

従業員給与 百万円3,191

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

以下のとおりであります。  

従業員給与 百万円2,718

２ 主として連結財務諸表提出会社の顧客に導入される情

報システム及びそのソフトウエアの稼働時期は、期首及

び第３四半期会計期間期首からとなる場合が多いため、

多くの顧客の決算期（年度末）である３月及び第２四半

期会計期間末である９月にシステム開発の完了又はソフ

トウエアの出荷・納入が集中します。そのため、当社グ

ループの売上は３月及び９月に集中する傾向があり、当

社グループの売上高は季節的変動があります。  

２           同左 

────── ※３ 減損損失の内訳は以下のとおりであります。  

① 減損損失を認識した資産 

② 減損損失の認識に至った経緯 

 取得時に検討した事業計画において、当初想定し

ていた収益が見込めなくなったことから減損損失を

認識しております。 

③ 回収可能価額の算定方法等 

 回収可能価額は零としております。  

用途 種類 場所 
減損損失 

（百万円） 

－ のれん 
株式会社エステック 

（神奈川県横浜市） 
  88

※４ 事業再編損の内訳は以下のとおりであります。 

合併・事業譲受に伴う支出額 百万円145

合併・事業譲受に伴う支出見込額 百万円103

在外子会社清算に伴う為替換算調

整勘定取崩損 
百万円51

  ────── 

 ────── ※５ 特別退職金の内訳は以下のとおりであります。 

早期退職プログラムによる早期退職

一時金  
百万円945

子会社への転籍プログラムによる転

籍奨励金  
百万円473

再就職支援サービス費用等  百万円73

※６ 第２四半期連結累計期間に係る法人税、住民税及び

事業税並びに法人税等調整額は、当期において予定して

いるプログラム等準備金の取崩しを前提として、当第２

四半期連結累計期間に係る金額を計算しております。 

※６ 第２四半期連結累計期間に係る法人税、住民税及び

事業税並びに法人税等調整額は、当期において予定して

いるプログラム等準備金及び特別償却準備金の取崩しを

前提として、当第２四半期連結累計期間に係る金額を計

算しております。   
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前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

以下のとおりであります。  

従業員給与 百万円1,585

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

以下のとおりであります。  

従業員給与 百万円1,346

２ 主として連結財務諸表提出会社の顧客に導入される情

報システム及びそのソフトウエアの稼働時期は、期首及

び第３四半期会計期間期首からとなる場合が多いため、

多くの顧客の決算期（年度末）である３月及び第２四半

期会計期間末である９月にシステム開発の完了又はソフ

トウエアの出荷・納入が集中します。そのため、当社グ

ループの売上は３月及び９月に集中する傾向があり、当

社グループの売上高は季節的変動があります。  

２           同左  

※３ 事業再編損の内訳は以下のとおりであります。 

合併・事業譲受に伴う支出額 百万円145

合併・事業譲受に伴う支出見込額

戻入 
百万円△73

在外子会社清算に伴う為替換算調

整勘定取崩損 
百万円51

在外子会社清算損失引当金戻入額 百万円△51

────── 

  

 ────── ※４ 特別退職金の内訳は以下のとおりであります。 

早期退職プログラムによる早期退職

一時金  
百万円41

子会社への転籍プログラムによる転

籍奨励金  
百万円23

再就職支援サービス費用等  百万円8

※５ 第２四半期連結会計期間に係る法人税、住民税及び

事業税並びに法人税等調整額は、当期において予定して

いるプログラム等準備金の取崩しを前提として、当第２

四半期連結会計期間に係る金額を計算しております。 

※５ 第２四半期連結会計期間に係る法人税、住民税及び

事業税並びに法人税等調整額は、当期において予定して

いるプログラム等準備金及び特別償却準備金の取崩しを

前提として、当第２四半期連結会計期間に係る金額を計

算しております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成21年９月30日現在）

現金及び預金  百万円2,811

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金  
百万円△66

預け金  百万円8,660

現金及び現金同等物  百万円11,405

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成22年９月30日現在）

現金及び預金  百万円2,341

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金  
百万円△300

預け金  百万円8,153

現金及び現金同等物  百万円10,194
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額  

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの   

 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 当社グループは、コンサルティングサービス、受託システム開発、ソフトウェア製品・商品の販売、アウトソ

ーシング・運用保守サービス、情報機器の販売等の情報サービス事業を展開しており、単一事業のため、事業の

種類別セグメント情報は記載しておりません。 

 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（株主資本等関係）

普通株式 32,591千株

普通株式 7千株

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  325  10.00 平成22年３月31日 平成22年６月24日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月29日 

取締役会 
普通株式  325  10.00 平成22年９月30日 平成22年12月３日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要 

 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計

期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

当社グループは、コンサルティングサービス、受託システム開発、ソフトウエア製品・商品の販売、アウ

トソーシング・運用保守サービス、情報機器の販売等の情報サービス事業を展開しておりますが、当社に業

種・ソリューション別の事業部を置き、各事業部は連結ベースでの事業戦略を策定し、事業活動を展開して

おります。 

したがって当社グループは、当社事業部を基礎とした業種・ソリューション別のセグメントから構成され

ており、「金融ソリューション」、「エンタープライズソリューション・ビジネス系」「エンタープライズ

ソリューション・エンジニアリング系」及び「コミュニケーションIT」の４つを報告セグメントとしており

ます。 

 ４つの報告セグメントの事業内容は以下のとおりであります。 

   

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）  

（単位：百万円） 

  

【セグメント情報】

報告セグメント名称 事業内容 

金融ソリューション 
金融業界を対象とした各種金融サービスに関わるソリューシ

ョンの提供 

エンタープライズソリューション・ 

ビジネス系 

全業種・業界を対象とした各種基幹システムに関わるソリュ

ーションや主に経営管理分野を対象としたビジネス系ソリュ

ーションの提供 

エンタープライズソリューション・ 

エンジニアリング系 

主に製造業界の製品開発・製造分野を対象としたエンジニア

リング系ソリューションの提供 

コミュニケーションIT 
電通グループとの協業による企業向け各種ソリューションの

提供 

  

報告セグメント  

金融ソリュー

ション 

エンタープラ

イズソリュー

ション・ビジ

ネス系 

エンタープラ

イズソリュー

ション・エン

ジニアリング

系 

コミュニケー

ションIT 
合計 

売上高           

外部顧客への売上高 8,575 5,995 8,945  5,362 28,878

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － －  － －

計 8,575 5,995 8,945  5,362 28,878

セグメント利益又は損失（△） 358 △734 △157  495 △38
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当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）  

（単位：百万円）

（注）セグメント利益又は損失（△）の合計額と四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失（△）は

一致しております。 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）  

 該当事項はありません。  

  

（追加情報）  

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日）を適用しております。  

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）において、受取手形及び売掛金、預け金並びに支払手形及び

買掛金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい

変動が認められます。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

(1) 受取手形及び売掛金、(2) 預け金並びに(3) 支払手形及び買掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）において、その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営

において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるものはありませ

ん。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）において、対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、

事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるもの

はありません。  

  

  

報告セグメント  

金融ソリュー

ション 

エンタープラ

イズソリュー

ション・ビジ

ネス系 

エンタープラ

イズソリュー

ション・エン

ジニアリング

系 

コミュニケー

ションIT 
合計 

売上高           

外部顧客への売上高 4,887 3,315 5,317  2,981 16,502

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － －  － －

計 4,887 3,315 5,317  2,981 16,502

セグメント利益又は損失（△） 478 △212 393  420 1,079

（金融商品関係）

      科目 
四半期連結貸借対照 

表計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

 (1) 受取手形及び売掛金   10,880   10,880   －

 (2) 預け金   8,153   8,153   －

 (3) 支払手形及び買掛金   4,172   4,172   －

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）
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当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）において、資産除去債務が、企業集団の事業の運営において

重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるものはありません。 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（ストック・オプション等関係）

（資産除去債務関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭  956 33 １株当たり純資産額 円 銭  1,018 81

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 40円01銭  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 円 銭  47 49

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純損失（百万円）  1,303  1,547

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（百万円）  1,303  1,547

普通株式の期中平均株式数（千株）  32,583  32,583

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

─────  ─────  
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 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    該当事項はありません。 

第36期（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）中間配当については、平成22年10月29日開催の取締役

会において、平成22年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次の通り中間配当を行うこと

を決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                325百万円 

② １株あたりの中間配当金             10円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成22年12月３日 

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭  5 59

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭  17 32

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  182  564

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  182  564

普通株式の期中平均株式数（千株）  32,583  32,583

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

─────  ─────  

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年10月30日

株式会社電通国際情報サービス 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 永田 高士  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 木村 研一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電通国

際情報サービスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電通国際情報サービス及び連結子会社の平成21年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月１日

株式会社電通国際情報サービス 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 永田 高士  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 木村 研一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 瀬戸 卓   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電通国

際情報サービスの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月

１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電通国際情報サービス及び連結子会社の平成22年９月30日現

在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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